
歳　入

金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率

1 8,587,000 33.7 8,574,000 34.3 13,000 0.2

2 122,000 0.5 118,000 0.5 4,000 3.4

3 19,000 0.1 20,000 0.1 △ 1,000 △ 5.0

4 60,000 0.2 71,000 0.3 △ 11,000 △ 15.5

5 61,000 0.2 43,000 0.2 18,000 41.9

6 1,236,000 4.8 1,264,000 5.0 △ 28,000 △ 2.2

7 57,000 0.2 46,000 0.2 11,000 23.9

8 50,000 0.2 43,000 0.2 7,000 16.3

9 4,200,000 16.5 4,200,000 16.8 0 0.0

10 12,000 0.1 13,000 0.1 △ 1,000 △ 7.7

11 284,107 1.1 244,124 1.0 39,983 16.4

12 393,937 1.5 387,128 1.5 6,809 1.8

13 3,981,394 15.6 4,028,528 16.1 △ 47,134 △ 1.2

14 1,746,385 6.8 1,567,221 6.3 179,164 11.4

15 26,659 0.1 15,878 0.1 10,781 67.9

16 120,000 0.5 139,360 0.5 △ 19,360 △ 13.9

17 200,000 0.8 200,000 0.8 0 0.0

18 2,018,404 7.9 2,125,444 8.5 △ 107,040 △ 5.0

19 2,348,600 9.2 1,868,800 7.5 479,800 25.7

25,523,486 100.0 24,968,483 100.0 555,003 2.2

○ 市   税 法人市民税  　 78,900千円
固定資産税 △45,800千円

都市計画税 △12,700千円
たばこ税　 △12,400千円

○ 地方譲与税及び各種交付金については、平成29年度決算見込み額と平成30年度地方財政対策を参考に算出

○

○

○

○

○

○ 寄附金

○ 市   債

公債債　△123,000千円（借換債）、臨時財政対策債　△20,000千円、

恩智川市民スポーツ広場 277,500千円）、総務債　△36,200千円（サーバー室整備）、

諸 収 入

　土地は地価下落の傾向が反映され減と見込む（△1.3％）
　固定資産税に準ずる（△1.8％）
　たばこ離れによる消費減少の影響による（△4.2％）

使用料及び手数料については、５歳児保育料の教育費相当額無償化の影響により公立保育所・幼稚園保育料が減
（△15,486千円）となるものの、29年度に補正予算計上したサンヒルスポーツセンター使用料、その他の使用料の増
により増となる。

市 債

国庫支出金については、民間保育園建設補助に伴う整備交付金（139,444千円）や障害者自立支援費等負担金
（24,097千円）等が増となるものの、生活保護扶助費の減に伴う生活保護費負担金の減（△106,125千円）や国保の
広域化に伴い保険基盤安定負担金が府支出金に組み換えたことによる減（△88,623千円）などにより減となる。

上市法善寺線 △131,300千円、田辺旭ヶ丘線 △8,900千円）、

繰 入 金

　企業業績の緩やかな回復を見込む（16.6％）
　家屋は減価償却分が評価替え後の評価額に反映されるため、

歳　　入　　総　　額

財 産 収 入

寄 附 金

区　　　　　　　　分

利 子 割 交 付 金

使 用 料 及 び 手 数 料

配 当 割 交 付 金

株式等 譲渡所得 割交 付金

地 方 消 費 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安 全対策特 別交 付金

まちづくり応援寄附金の減（△19,360千円）

教育債　763,500千円（国中グラウンド整備 293,100千円、中学校空調設備 192,900千円、

府支出金については、国保の広域化に伴い保険基盤安定負担金が府支出金に組み換えたことによる増（94,257千
円）や民間認定こども園整備補助に伴う児童福祉費の補助金の増などにより増となる。

平成３０年度　　歳入予算額の状況
（単位：千円、％）

平成３０年度当初 平成２９年度当初 対前年度予算比較

土木債　△147,000千円（玉手橋 8,100千円、国分寺大橋 2,800千円、堂島北橋 △9,000千円、
民生債　23,400千円（民間保育園建設等補助）、衛生債　15,700千円（火葬場防水対策）

国 庫 支 出 金

市 税

地 方 譲 与 税

地方交付税については、平成30年度地方財政対策を参考に基準財政需要額と基準財政収入額を算定した上、平
成29年度実績額を踏まえて算出。

分担金及び負担金については、５歳児保育料の教育費相当額無償化の影響により私立保育所保育料が減（△
8,993千円）となるものの、信貴太平寺線道路改良に伴う負担金が増（48,000千円）となったことなどにより増となる。

分 担 金 及 び 負 担 金

府 支 出 金


